
自治体の行政活動と財務書類 財務書類の作成対象範囲 

歳入・歳出決算と財務書類の関係 【背景・目的】 
◎ 地方公共団体の財政状況が厳しさを増す中で、財政の透明性をさらに高め、住民や議会
等に対する説明責任をより適切に果たすことが期待。 
◎ 財政の効率化・適正化の推進や地方公共団体間の比較可能性を高めるため、総務省は平
成29年度までに全ての地方公共団体において「統一的な基準による財務書類」を整備し、
積極的に活用することを要請。 

【効果】 
◎ 発生主義の導入により、現金主義では見えにくい「減価償却費」や「退職手当引当金」
等の支出を伴わないコストを把握することが可能。 
◎ 複式簿記の導入により、取引を原因と結果という２つの側面から処理することで、ス
トック情報とフロー情報の両面を把握することが可能。 
◎ 関連団体の財務書類を連結することで、将来地方公共団体が負担する可能性のある債務
を把握することが可能。 
◎ 固定資産台帳の整備等により、公共施設マネジメント等への活用が可能。 

平成29年度 松戸市の統一的な基準による財務書類 

【対応】 
◎ 松戸市では、平成28年度決算より、総務省からの要請に基づき、従前の「基準モデルに
よる財務書類」から「統一的な基準による財務書類」に作成方法を変更・公表。 
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一部事務組合・広域連合（２団体）

①一般会計等 特別会計（７会計） ○千葉県後期高齢者医療広域連合

○一般会計 ○国民健康保険特別会計 ○北千葉広域水道企業団

○介護保険特別会計

○後期高齢者医療特別会計 外郭団体（５団体）

○松戸競輪特別会計 ○(公財)松戸市文化振興財団

○下水道事業特別会計（H30年度企業会計移行） ○(社福)松戸市社会福祉協議会

○公設地方卸売市場事業特別会計 ○(公財)松戸市みどりと花の基金

○駐車場事業特別会計 ○(公社)松戸市シルバー人材センター

企業会計（２会計） ○(公財)松戸市国際交流協会

○病院事業会計

○水道事業会計

（注）外郭団体（市が50％以上出資している上記の５団体を対象としています）

松　戸　市

②松戸市全体の財務書類

③連結財務書類



平成29年度 松戸市の統一的な基準による財務書類 

貸借対照表（平成30年3月31日現在） 

純資産変動計算書（平成29年4月1日～平成30年3月31日） 

行政コスト計算書（平成29年4月1日～平成30年3月31日） 

資金収支計算書（平成29年4月1日～平成30年3月31日） 

決算時点において市が保有する全ての「資産」と「負債」を
まとめたストックの財政状態を表した財務書類 

貸借対照表の純資産の部の1年間の変動要因を表した財務書類 

1年間に提供した行政サービスのうち、資産形成につながらない
人的サービスや給付サービス等の費用を表した財務書類 

1年間の行政活動に伴う現金等の資金の流れを性質の異なる３つ
の区分に分けて表した財務書類 

一般会計等ベース
の資産合計は
8,188億円、負債
合計は1,467億円、
純資産合計は
6,721億円です。 
【前年度と比較し
た主な増加要因】 
（資産）健康福祉
会館用地等の購入
による有形固定資
産の増加。 
（負債）事業実施
の財源として発行
した地方債の増加。 

一般会計等ベース
での本年度末純資
産残高は6,721億
円です。 
本年度純資産変動
額は13億円減少し
ています。 

一般会計等ベー
スでの純経常行
政コストは
▲1,331億円
です。 
国と同様に松戸
市でも社会保障
給付等の移転費
用が5割近くを
占めています。 

一般会計等ベー
スでは、経常的
な行政活動にお
いて発生した業
務活動収支（資
金余剰）を投資
活動収支が上回
り、財務活動収
支を合わせた本
年度資金収支額
は9億円となり
ます。 
歳計外現金を加
えた本年度末現
金預金残高は、
93億円です。 
また基礎的財政
収支は▲28億
円となります。 

（注）計数は、億円未満を四捨五入しているため合計において一致しない場合がある。 
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（単位：億円）

【資産の部】
固定資産 7,965 9,239 9,278

有形固定資産 7,590 9,020 9,048

うち事業用資産 1,862 2,192 2,192

うちインフラ資産 5,660 6,688 6,710

無形固定資産 4 5 13

投資その他の資産 370 214 217

流動資産 223 455 471

うち現金預金 93 212 234

うち基金 121 174 174

8,188 9,694 9,749

【負債の部】
固定負債 1,302 2,173 2,188

流動負債 165 251 254

（地方債計） 1,178 2,003 2,013

1,467 2,424 2,442

【純資産の部】
6,721 7,271 7,307

8,188 9,694 9,749

純資産合計

資産合計

負債及び純資産合計

負債合計

科　　目 一般会計等 全体 連結

(単位：億円）

前年度末純資産残高 6,734 7,214 7,255

純行政コスト（▲） ▲1,334 ▲2,131 ▲2,508

財源 1,272 2,115 2,490

税収等 879 1,492 1,771

国県等補助金 393 623 719

本年度差額 ▲62 ▲16 ▲18

無償所管換等 26 26

その他 26 47 44

本年度純資産変動額 ▲13 56 52

本年度末純資産残高 6,721 7,271 7,307

科　　目 一般会計等
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連結全体

（単位：億円）

全体 連結
経常費用 （A） 1,403 2,617 3,000

業務費用 713 1,179 1,199

人件費 261 395 404

物件費等 434 615 618

その他の業務費用 18 169 177

移転費用 690 1,439 1,801

補助金等 151 1,019 1,381

社会保障給付 416 416 416

他会計への繰出金 123 - -

その他 0 3 4

経常収益 （B） 72 491 496

純経常行政コスト (C)=(B)-(A) ▲1,331 ▲2,127 ▲2,504

臨時損失 （D） 3 4 4

臨時利益 （E） 0 0 0

純行政コスト (F)=(C)-(D)+(E) ▲1,334 ▲2,131 ▲2,508

科　　　　　目 一般会計等

（単位：億円）
全体 連結

【業務活動収支】 （A） 30 94 101

業務支出 人件費、物件費、移転費用等 1,291 2,448 2,829

業務収入 税収、国県等補助金収入 1,321 2,542 2,930

臨時収支 災害復旧事業費等 - ▲0 ▲0

【投資活動収支】 （B） ▲40 ▲192 ▲194

投資活動支出 公共施設等整備費、基金積立金等 94 291 295

投資活動収入 国県等補助金収入、資産売却収入 54 99 101

【基礎的財政収支】（A)+支払利息+（B(基金除き）） ▲28 ▲114 ▲108

【財務活動収支】 （C） 18 134 133

財務活動支出 地方債償還支出等 104 159 160

財務活動収入 地方債発行収入等 123 293 293

本年度資金収支額　（D）　＝（A）＋（B）＋（C） 9 36 41

前年度末資金残高　（E） 60 153 170

本年度末資金残高　（F）　＝（D）＋（E） 69 188 210

本年度末歳計外現金残高　（G） 24 24 24

本年度末現金預金残高　（H）　＝（F）＋（G） 93 212 234

科　　　　　目 一般会計等
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